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クレジットカードを利用して地方税を納付した場合の納税証明書について 

 

 

 クレジットカードを利用して地方税を納付した場合の納税証明書については、

「クレジットカードを利用した地方税の納付について」（平成 18 年３月 13 日総

税企第 53 号総務省自治税務局企画課長通知）の考え方に基づき、各地方団体に

おいて運用がなされているものと承知しています。 

 クレジットカードによる地方税の納付が普及・定着していること等を踏まえ、

今後、下記のとおり取り扱うこととしますので、各地方団体におかれては、納税

者利便の観点から必要な対応を行っていただきますようお願いいたします。 

 なお、下記の取扱いに関しては、国土交通省及び軽自動車検査協会と協議済み

であることを申し添えます。 

 また、貴都道府県内の市区町村に対してもこの旨をご連絡願います。 

 本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４（技術的な助言）

に基づくものです。 

 

記 

 

１ 納税者がクレジットカードの提示等により地方税の納付手続を行った場合、

当該納付額の公金口座への入金前であっても、指定代理納付者からの情報その

他地方団体の長が確実と認める方法により、地方団体が当該納付額に係るクレ

ジットカード納付手続が行われたことを確認した場合には、別紙を参考に、備

考欄等に「指定代理納付者に納付の委託が行われている」旨の記載をした納税

証明書を発行することができること。 

 

 

殿 



 

 

２ 上記のほか、自動車税種別割については、当該納付額の公金口座への入金前

であっても、指定代理納付者からの情報その他地方団体の長が確実と認める方

法により、地方団体が当該納付額に係るクレジットカード納付手続が行われた

ことを確認した場合には、自動車税納付確認システムにおいては、納付済みで

ある旨登録することができること。なお、今後構築が予定されている、軽自動

車税種別割における軽自動車税納付確認システムにおいても同様の取扱いとす

ることができること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（連絡先） 

総務省自治税務局自動車税制企画室 

担当：前川係長、粟原事務官 

電 話：03－5253－5663 

ＦＡＸ：03－5253－5671 



 

 

 

 

別紙 


